
なお，営業費用中管渠費の財源に充てるため，企業債17,500,000円を借り入れた。
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△

 　 支      出

営 業 外 収 益

第 2 項

円

15,621,678

15,621,678

(1) 収益的収入及び支出

補 正 予 算 額当 初 予 算 額

第1款 7,981,582,000下 水 道 事 業 収 益

5,619,923,000第 1 項

 　 収      入

円

16,811,000

円

区 分

△

       予　　　        　　　　算

営 業 収 益

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 3 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

第 4 項

第 3 項

8,000,000

1,000特 別 損 失

第1款 下 水 道 事 業 費 用 6,871,380,000

予 備 費

営 業 外 費 用

第 3 項 特 別 利 益

流 用 増 減 額

45,905,000

区 分

504,525,000

35,204,000

10,657,000

地 方 公 営 企
業 法 第 24 条
第 3 項 の 規 定
による支出額

　　　　　　　　　　予  　　　　　　　   　     　算

44,000

第 2 項

営 業 費 用 6,358,854,000第 1 項

2,361,659,000

補 正 予 算 額

令和７ (2025)年度函館市公共 下水道事業決算報告書

17,519,000

当  初  予  算  額 

予備費

支出額

708,000
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円

円 円 円 円 円 円 円

円

円

円

円

地 方 公 営 企
業 法 第 26
条 第 2 項 の
規 定 に よ る
繰 越 額

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

円
 うち, 仮受消費税及び地方消費税

408,327,5376,097,448△7,992,295,552

207,364,007

407,553,301

円

△

774,236

額

合   　　計
決　　算　　額

6,917,285,000

円

16,708,070

7,998,393,000

2,385,756,4292,379,178,000

5,602,506,930

530,803,678

6,917,285,000

6,378,436,322

45,000

決 算 額

　　　　       額

小 計

8,000,000 8,000,000 

6,315,738,697

8,000,000

6,378,436,322

530,803,678

45,000

530,803,678

3,91143,025

207,342,013

 うち,仮払消費税及び地方消費税

18,083

1,975

0 

不 用 額
合 計

70,699,600 

62,697,625 

6,846,585,400

地 方 公 営
企 業 法 第
26 条 第
2 項 の 規
定 に よ る
繰 越 額

令和７ (2025)年度函館市公共 下水道事業決算報告書

4,032,193

5,619,215,000

6,578,429

4,032,193

備　　　　　考

備　　　考
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426,951,000

第 2 項

 　 支      出

資 本 的 支 出

第 1 項

第1款

企 業 債 償 還 金

△

第 3 項 長 期 貸 付 金 9,800,000

資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,427,711,697円は,当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

3,744,417,000

5,841,602,000 122,066,000

2,087,385,000 122,066,000

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

第 1 項

第1款

106,900,000

3,410,849,000

工 事 補 償 金

第 4 項

他 会 計 負 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

第 6 項

429,300,000

1,680,800,000

小　 　　計当 初 予 算 額

9,800,000

△

地方公営企業法第26条の
規定による繰越額に係る
財 源 充 当 額

  円

　　       予　　　        　　　　算

(2) 資本的収入及び支出

 　 収      入

区 分

△ 1,573,900,000

  円

補 正 予 算 額

23,980,000

△

△

1,746,000 3,995,0002,249,000

△ 9,800,000121,552,000

249,000 1,242,534,000

7,537,000

流 用

増減額
当 初 予 算 額

△

9,800,000

9,889,000

第 3 項

第 5 項

国 庫 補 助 金

受 益 者 負 担 金

1,242,783,000

　　　　　　　　　　　予  　　　   　     　算

2,349,000

区 分

第 7 項

小　　　計補 正 予 算 額

1,965,319,000

5,719,536,000

3,744,417,000

建 設 改 良 費

10,400,000第 2 項 固定資産売却代金 10,400,000

長期貸付金返還金

13,800,000

7,537,000

37,780,000

9,889,000
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△

△

△

△

△

 額

円 円 円 円 円 円

円

円

922,779

4,892,193

予算額に比べ

決算額の増減

149,000,000

158,282,747

0

備　　　　　考

円

当年度予算額のうち，企業
債98,500,000円は，翌年度
繰越額に係る財源として繰
越。

3,140,814,253

426,951,000

3,995,645

円

1,434,700,000

645

1,583,700,000

3,299,097,000

5,507,807

426,951,000

3,995,000

762

翌　年　度　繰　越　額

継続費
逓 次
繰越額

3,556,420

合　　　計 合   計

88,000

地 方 公 営 企
業 法 第 26
条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

円

　　　　額

決　 算 　額
合　　　　計

円

7,537,000

23,980,000

3,744,416,238

1,822,269,712

57,849,050103,050,000

9,800,000

1,975,208,000

3,744,417,000

103,050,0005,568,525,950

1,840,000 7,960,000

103,050,000 49,888,288

81,856,837円，当年度分損益勘定留保資金1,317,208,806円及び繰越利益剰余金処分額1,028,646,054円で補てんした。

103,050,000 157,106,305

157,106,305

決　算　額

 うち,仮払消費税及び地方消費税

不 用 額 備　   考継 続 費
逓 次
繰 越 額

1,242,534,000

10,400,000

1,241,611,221

円

5,729,425,000

24,068,000

3,980,580
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